
南海トラフ地震対策中部圏戦略会議２０１４

H26.5.22 第５回東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議 ⾵景

『中部圏地震防災基本戦略』

第一次改訂！

ライフガードＴＥＣ２０１４～防災・減災・危機管理展～ 同時開催

名古屋港において救助搬送訓練を行う
ヘリと大型浚渫兼油回収船「清龍丸」
（災害支援船）（2013年9月1日）

富士山静岡空港における
自衛隊のベースキャンプ設
置等訓練（2012年9月3日）
写真提供：静岡県

（旧：東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議）



戦略会議の概要

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議

東日本大震災を踏まえ、運命を共にする中部圏の国、地方公共団体、学識経験者、地
元経済界が幅広く連携し、南海トラフ地震等の巨大地震に対して総合的かつ広域的視点
から一体となって重点的・戦略的に取り組むべき事項を「中部圏地震防災基本戦略」とし
て協働で策定し、フォローアップしていきます。

南海トラフ地震対策
中部圏戦略会議

分野別検討会

・地震・津波災害に強いまちづくり検討委員会

・防災拠点のネットワーク形成に向けた検討会

・中部地方幹線道路協議会

・港湾地震・津波対策検討会議 等

地震・津波対策アドバイザリー会議

第１回 平成23年11月25日
第２回 平成24年10月11日

事務局：中部地方整備局

中部圏（５県・１８９市町村）第２回 平成23年12月26日

第１回 平成23年10月4日（設立）

第３回 平成24年11月5日

中部圏地震防災基本戦略【中間とりまとめ】

平成23年12月27日公表

中部圏地震防災基本戦略【最終とりまとめ】

平成24年11月5日公表

第４回 平成25年5月24日

第５回 平成26年5月22日

・中部圏地震防災基本戦略【第一次改訂(案）】
・平成２６年度活動計画(案）
・『優先的に取り組む連携課題（10課題）』等のフォローアップ

● 座長（奥野信宏 中京大学教授）

◆ 学識経験者（１３名） ※座長含む
■ 国の地方支分部局（３４機関）
■ 地方公共団体（１３機関）
■ 経済団体（４機関）
■ ライフライン関係団体等（５５機関）
■ 報道関係機関（１０機関）

合計１２９構成員
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（平成２６年６月２５日に「東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議」より改称）



中部圏地震防災基本戦略

・国の機関や地方公共団体のみならず、学識経験者や地元
経済界などが一体となって策定

・迅速な救援・救護、緊急物資の輸送、物流の混乱やサプラ
イチェーンの断絶による経済活動への影響回避など被害を
最小化するためには、各機関が緊密に連携し事前に十分な
対策を講じることが必要

・このため、「中部圏地震防災基本戦略」の中から各機関の緊密な連携なくしては
達成が難しく、かつ緊急に対処すべき１０課題を「優先的に取り組む連携課題」
として選定

「中部圏地震防災基本戦略」のポイント

H24.3.13 防災-TEC（防災訓練）

南海トラフ巨大地震などの広域的大災害に対し、中部
圏の実情に即した予防対策や応急・復旧対策などにつ
いて総合的かつ広域的視点から重点的・戦略的に取り
組むべき項目や内容をとりまとめたものです

また、中央防災会議から、平成２５年３月に「南海トラフ
巨大地震の被害想定について」（第二次報告）～施設等の

被害及び経済的な被害～の公表、平成２６年３月に「南海トラ
フ地震防災対策推進基本計画」が策定されたことを踏ま
え、それらを反映し、第５回戦略会議（平成２６年５月２２
日）において、第一次改訂を行いました

「中部圏地震防災基本戦略」とは

道路啓開の事例 国道45号（岩⼿県宮古市）

「中部圏地震防災基本戦略」（第一次改訂）のポイント

・中部版くしの歯作戦、伊勢湾くまで作戦、濃尾平野
の排水計画の総合運用を行う総合啓開の具体化を
反映

•国の計画「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」
に、初めて大規模な広域防災拠点等が位置付けら
れたことを反映

○司令塔機能 ： 三の丸地区、静岡県庁

○高次支援機能： 名古屋空港、名古屋港、静岡空港

•中部版くしの歯作戦等とものづくり拠点、物流拠点、災害拠点病院、エネルギー関連
拠点などの連携推進のために、災害時の物流ネットワーク構築の検討成果を反映
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中部圏地震防災基本戦略

中部圏は、東西交通の要衝に位置し、人口
や産業が集積している地域であり、被災に
よって日本経済の影響も懸念されることから、
生活や経済活動への影響を防止・低減する施
策を推進していきます。

基本戦略の推進に向けて

中部圏戦略会議の構成機関等が連携し、広域的・
実践的な地震・津波防災訓練（防災-TEC）を毎年実
施します。

１．生活や経済活動を守る施策の推進

４．地震・津波防災訓練（防災-TEC）の毎年実施

平成２３年１２月に公表した「中間とりまとめ」で優先的に取り組む連携課題として
選定した１０課題についてアクションプランを策定し、進捗状況を定期的にフォロー
アップするとともに、取り組みの成果を共有し、施策を推進していきます。

２．アクションプラン策定による着実な施策の推進

３．「中部圏地震防災基本戦略」各施策について国への働きかけ

今後、国等が策定する「南海トラフ地震防災対策」に係る計画等に、基本戦略に
盛り込まれた優先的に取り組む連携課題の成果等が反映されるよう働きかけてい
きます。

静岡県由⽐地区

Ｈ２５．９．１【三重県（七里御浜）海上自衛隊
輸送艦による災害対策車両搬送訓練】 3



避難、防御 復興

被害の最小化に向けた事前対策
迅速な応急対策、早期復旧の実施体制

の構築
地域全体の復興を
円滑に進めるために

１．災害に強いものづくり中部の構築（中部経済産業局）
～産業防災・減災対策～

２．災害に強い物流システムの構築（中部運輸局）
～被災者への支援物資、復旧・復興に必要な物資の輸送～

３．災害に強いまちづくり（中部地方整備局）
～津波警戒区域等を踏まえた市街地の形成など～

４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化（東海総合通信局）
～緊急速報メールの利用促進、防災行政無線の充実強化など～

５．防災意識改革と防災教育の推進
（三重県）

～防災リーダー育成、防災教育・訓練など～

７．防災拠点のネットワーク形成に向けた検討
（中部地方整備局）

～広域防災拠点の整備など～

６．確実な避難を達成するための各
種施策の推進 （静岡県）

～津波避難路、避難ビルの整備など～

８．道路啓開・航路啓開等のオペレーション計
画の策定（中部地方整備局）

～道路啓開、航路啓開、排水計画策定など～

９．災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備（中部地方環境事務所）
～廃棄物処理計画の策定など～

１０．関係機関相互の防災訓練の実施（中部管区警察局）
～広域的・実践的防災訓練の実施～

応急・復旧

（ ）は幹事機関

○基本戦略では、「避難・防御」～「応急・復旧」～「復興」にいたるまでの各段階において、

有機的な連携を継続しながら各施策を実施することが重要となります。

○このため、基本戦略における多くの課題の中で、各機関の緊密な連携なくしては達成が

難しく、かつ緊急に対処すべき課題を「優先的に取り組む連携課題」として１０課題を選定

しています。

○これら連携課題も各段階において相互に関係する場合もあることから、検討にあたって

は、互いの検討状況、成果の共有を図るとともに、必要な調整を行い、一体的な対策とし

て推進していきます。

優先的に取り組む連携課題（１０課題）
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南海トラフ地震対策中部圏戦略会議
平成２６年度活動計画

新規施策

◎「中部圏地震防災基本戦略」の中の
『優先的に取り組む連携課題（10課題）』を継続して推進

◎『優先的に取り組む連携課題（10課題）』の新たな総合調整の推進

・成果の実効性を向上させるため「連携課題」が相互に連携するうえでの課題を抽出
・連携課題の成果への反映
・フォローアップ

◎その他関係機関が連携した取り組み

・ＵＴＭグリッド地図の活用促進
・防災教育における取組（シェイクアウトなどの実施）
・民間企業・ＮＰＯ等との連携推進（防災意識啓発イベント、地震防災訓練等の連携推進）
・広域医療搬送訓練を含めた関係機関の連携方策検討

※

※ＵＴＭグリッド地図：座標「ＵＴＭグリッド」を組み込んだ地図で、大災害や大事故で救援部隊を
派遣する際の場所特定などの場面で、各機関の連携に利用できる。

◎南海トラフ巨大地震対策中部ブロック協議会
広域連携防災訓練の実施

想定地震：南海トラフ巨大地震

○平成２６年８月３１日（日） 広域連携訓練（実働訓練）
・広域防災拠点や道路啓開・航路啓開・排水オペレーションなど連携課題の検証
・関係機関との連携訓練等

・一般市民の参加

○平成２６年１１月５日（水） 政府現地対策本部訓練（図上訓練）
・政府緊急災害現地対策本部設営・運用訓練等

※訓練内容は、調整中。

継続施策

◎関係機関が連携した初動時のヘリ調査計画の策定

・災害時におけるヘリによる映像情報収集体制の構築
・関係機関による情報共有体制の構築 等

詳細については、次ページ。

『第５回東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議本会議』の開催
【日時】H26.5.22（木） 10:30～12:00 【会場】ポートメッセなごや ※ライフガードTEC2014同時開催
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１．災害に強いものづくり中部の構築 幹事機関：中部経済産業局

大規模災害発生時における企業の事業継続力のさらなる向上を目指し、地域全体での「共助」に
よる産業の防災・減災力を高めることが求められており、産業防災・減災に対する中部地域の多様
な活動を支援するとともに当地域の産業防災・減災の今後のあり方などを検討する。

平成24年11月に策定した連携課題のアクションプランについて、幹事機関から平成25年度の成

果並びに今後の課題及び予定について報告していただき、取り組みの成果を全構成機関で共有

し、地域一帯となって着実に施策を推進していきます。

２．災害に強い物流システムの構築 幹事機関：中部運輸局

広域激甚災害時において被災者への支援物資や復旧・復興に要する物資等の迅速・的確な供
給を可能とする、災害に強い物流体系を構築する。

そのために、関係機関、事業者との連携の下、物資輸送における多様な輸送機関の活用、輸送
ルートの多重化等を図り、物資拠点については、官民の物資施設の活用、物流専門家のノウハウ
の導入を進める。

連携課題の平成２５年度成果並びに今後の課題及び予定
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３．災害に強いまちづくり 幹事機関：中部地方整備局

４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化 幹事機関：東海総合通信局

情報通信基盤の耐災害性の強化、情報伝達の多層化・充実、情報の共有化などを行う。
（情報通信基盤の耐災害性の強化、緊急速報メールのエリア拡充の推進、防災行政無線の充実・強化の推
進、臨時災害放送局開局に向けた環境整備、・情報伝達手段の充実に向けた取組サポート）

◆今後の主な予定

■平成25年度の取組みの継続。

■災害による通信・放送ネットワーク

等の強靱化に向けた支援実施。

■臨時災害FM放送の周知活動：

講演会２回実施。１４自治体へ個

別説明

■国、地方公共団体、電気通信事

業者間において、効果的・効率

的な災害応急活動を図ることを

目的に連絡会を開催。

■公共情報コモンズは、三重県

が平成26年度からの本運用に

向け調整中。

（岐阜県及び静岡県は、本運用中）
同報系防災行政無線のイメージ図

◆平成25年度の成果

■非常通信体制の総点検の継続実施。

■緊急速報メールの管内自治体の導入率は、携帯3社とも

97％以上に向上。静岡県内は、100%を達成。

■同報系防災行政無線の導入率は、92%に向上

○「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライ

ン」（H26.2）及び「広域巨大災害に備えた仮

設期の住まいづくりガイドライン」（H25.2)を

中部地方整備局が独自に策定。

○市町村のグランドデザイン策定と防災事業へ

の取り組み促進を図る。
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５．防災意識改革と防災教育の推進 幹事機関：三重県

大規模災害から被害を最小限にするため、自らの身の安全は自ら守る「自助」、自らの地域は皆
で守る「共助」を基本に、地域性を踏まえ防災意識改革と防災教育の推進に関する検討などを行う。

６．確実な避難を達成するための各種施策の推進 幹事機関：静岡県

住民や旅行者等が確実に避難するための施策を検討する。
津波避難路・階段、津波避難ビル等の整備、避難所等の標識設置、高速道路等の避難場所として
の活用を検討する。
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７．防災拠点のネットワーク形成に向けた検討 幹事機関：中部地方整備局

基幹的広域防災拠点をはじめとした防災拠点のネットワークの形成について、及び首都機能の
バックアップの視点も含めた拠点に必要な機能についての検討などを行う。

８．道路啓開・航路啓開等のオペレーション計画策定 幹事機関：中部地方整備局

中部管内の道路管理者間で相互に協力し、被害の最小化を図る方策を検討し、国、県、政令市等
の関係機関が一体となって、「中部版 くしの歯作戦」（H26.5【H25年度版】）を策定した。

航路啓開活動手順を検討し、各港別に緊急物資輸送に係る港湾BCP「くまで作戦」（H25.5伊勢湾
「くまで作戦」）を策定した。

道路啓開等と連携した排水計画を検討し、「濃尾平野排水計画」（H25.8【第１版】）を策定した。
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１０．関係機関相互の連携による防災訓練の実施 幹事機関：中部管区警察局

中部圏戦略会議の構成員が相互の緊密かつ有機的な連携、協力の下、総合的な防災訓練を実
施することにより、迅速かつ的確な応急活動のための連携体制の確立、防災力の向上を図る。
（広域的な災害に備えた訓練の実施）

◆平成25年度の成果

■中部圏戦略会議の構成員を含む計２９２団体が

連携し、南海トラフ巨大地震対策中部ブロック協議

会広域連携訓練を実施。
①愛知緊急災害現地対策本部設営訓練（平成２５年8月３１日）

②実動訓練（平成２５年９月１日）

南海トラフ巨⼤地震対策中部ブロック協議会広域連携防災訓練

◆今後の主な予定

■政府緊急災害現地対策本部運用訓練の実施

（平成２6年１１月５日）

■実動訓練（平成２６年８月３１日）

■広域連携防災訓練への一般市民の参加

大規模災害時の廃棄物処理のあり方について、情報共有を行うとともに、必要な対応について
検討する。

東⽇本⼤震災 約半年後の仮置場の例東⽇本⼤震災 直後の災害廃棄物の例
出典：東北地⽅環境事務所

東⽇本⼤震災 約２年後
コンクリートがらの再⽣処理の例

９．災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備 幹事機関：中部地方環境事務所

【設営訓練】 【濃尾平野の排水オペレーション計画に基づく排水訓練】
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平成２５年度 活動計画における各機関の取組状況

◎『優先的に取り組む連携課題（１０課題）』の総合調整の推進

『優先的に取り組む連携課題（１０課題）』の相互調整の推進のため、「１．災害に強いものづくり中
部の構築」、「２．災害に強い物流システムの構築」、「７．防災拠点のネットワーク形成に向けた検討」、
「８．道路啓開・航路啓開等のオペレーション計画の策定」が相互に連携し、迅速な応急対策、早期復
旧に資する物流ネットワークを構築について検討を実施。

迅速な応急対策、早期復旧に向けた物流ネットワークの構築 事務局：中部地方整備局

◎防災教育における新たな取り組み

シェイクアウト訓練の実施等

コープあいち大高インター店 カラフルタウン岐阜

あいちシェイクアウト訓練（愛知県）
【参加表明２６１，７０２人】

ぎふシェイクアウト訓練（岐阜県）
【参加表明１２１，１４８人】

◎中部ライフガードＴＥＣ２０１３の開催 中部地区で初めて開催！

戦略会議と同時開催されたライフガードTEC2013では、「防災・減災・BCP」をテーマに講
演会・セミナー・パネル展⽰等が⾏われました。
■展⽰規模：１９５社・団体
■来場者数：１７,３６５⼈（２４⽇：９,１１６⼈、２５⽇：８,２４９⼈）

開会式におけるテープカット 被災モニュメントの説明 実験装置の説明 12



中部圏地震防災

Ⅰ 基本戦略策定の趣旨

Ⅲ 東日本大震災から学ぶもの

Ⅳ 基本戦略の取組

Ⅴ 基本戦略の推進に向けて

◎「東北地方太平洋沖地震」がもたらした甚大な災害の教訓を受けて、中部圏における

踏まえた、総合的かつ広域的視点から重点的・戦略的に取り組むべき事項を官民有

作成した。

１．基本戦略の取組にあたっての考え方 ２．被害の最小化に向けた事前対策

◎各機関の緊密な連携なくしては達成が難しくかつ緊急に対処すべき課題を「優先的
１．災害に強いものづくり中部の構築、２．災害に強い物流システムの構築、３．災害に強い

の推進、６．確実な避難を達成するための各種施策の推進、７．防災拠点のネットワーク形成

ための広域的連携体制の整備、１０．関係機関相互の連携による防災訓練

○人の命を最優先とする

○従来から取り組んで来た施設整備等を着実に進める

○守りきれない規模の外力に対 しては、減災の考え方を

重視 して、バランスのとれたハード 施策とソフト施策を総

合的に推進する

○広域的な支援・連携・受入れ体制を確立する

○緊急対応・復興を見据えた地 震防災に関するオペレー

ショ ン計画を事前に策定する

（１）防災意識の向上

（２）迅速かつ的確な避難体制

（３）施設整備を中心とした減災対策

（４）災害に強い地域づくり、まちづくり

Ⅱ 南海トラフ巨大地震による災害

１．被害の概要

○ 強い揺れや巨大な津波の発生

（１）強い揺れ

（２）液状化・地盤沈下・土砂災害等

（３）短時間で襲来する津波、

広範囲に襲来する巨大な津波

（４）交通施設被害

（５）建物等被害

（６）人的被害

１．命を守るための避難行動 ２．社会資本整備の効果と課題

（１）教訓と訓練による的確な行動が迅速な避難に寄与

（２）迅速な避難に様々な施設が貢献

（３）迅速な避難行動の方法を身につけることが必要

（１）着実な施設整備により被害を軽減

（２）巨大地震・津波の前には「守りきれない」事態が発生

（３）信頼性の高い施設整備により迅速な緊急輸送路の確保に貢献

（４）公共的空間が防災拠点として機能

（５）信頼性の高い施設が副次的に効果を発揮

（６）市町村役場の被災により機能低下などが発生

共
通
方
針

避難、防御

○被害の様相

（１）短時間で襲来する津波、広範囲に襲来する巨大な津波

（２）地震や津波による多数の鉄道や航空機の事故

（３）広域的に甚大な被害が発生するとともに、通信・情報が

被災地の情報収集が困難な状況の発生

（４）救援・救助を必要とする被災地が広範囲にわたり多数

（５）二次災害の発生と被害の拡大

（６）数千万人の被災者・避難者や被災地方公共団体の

（７）被害の長期化による我が国の経済・産業活動への甚大

「南海トラフ巨大

CsUser0
テキストボックス
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基本戦略要 旨 平成26年5月22日 東海･東南海･南海地震対策中部圏戦略会議

今後の対応のあり方を至急点検・見直しする必要がある。そこで、中部圏の実情を

識者などが協同で議論し、共通の方針の下で対策に取り組むべき地震防災基本戦略を

に取り組む連携課題」（以下に示す10課題）として重点的に取り組む
まちづくり、４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化、５．防災意識改革と防災教育

に向けた検討、８．道路啓開・航路啓開等のオペレーション計画の策定、９．災害廃棄物処理の

３．迅速な応急・復旧活動にもとめられたもの ４．早期復興のために必要な取組

３．迅速な応急対策、早期復旧の実施体制の構築 ４．地域全体の復興を円滑に進めるために

（１）復興へ向けた地域づくりへの取組

（２）社会活動の安定化に向けた取組

（３）生産活動への影響に対する取組

○被災者の生活再建、被災企業の復興等により、

地域の自立的な経済復興を速やかに実施できる

再建対策と支援体制を構築する。

○事業設備の棄損、物流の混乱やサプライチェー

ン断絶などの影響による生産体制の継続断念や縮

小、風評被害等による観光客の減少など地域経済

への影響を懸念し、事前のリスク管理並びに事後

の危機管理により、地域経済への影響の回避・軽

減対策を実施しておく。

（１）広域防災体制の確立

（２）信頼性の高い緊急輸送ネットワークの確保

（３）初動対応、被害状況の把握等も含めたオペレーション計画の事前準備

（４）救援・救護、救出活動を支える施設・体制整備、必要な物資の確保

（５）災害時における緊急物資輸送体制の構築

（６）長期浸水を想定した処理計画の作成

（７）大量の災害廃棄物の発生を想定した広域連携体制の整備

（８）巨大地震を想定した訓練の実施

（９）被災者の支援対策

（１）全国から防災関係機関が集結

（２）関係機関が連携して道路・航路啓開、排水作業を展開

（３）交通・情報の孤立状態が救援活動などを阻害

（４）活動に必要な物資・機械・燃料の調達手段の確保が不可欠

（５）活動人員の安全の確保

（６）広域的かつ総合的な支援体制の構築

（７）早期の被災状況把握

（８）輸送ルート、ライフラインの機能回復と確保

（９）大きな課題となる大量の災害廃棄物の処理

（１０）大量の帰宅困難者が発生

復興
応急・復旧

途絶する地域が発生することで、

発生

発生

な影響の発生

（参考）南海トラフ巨大地震被害想定

（１）東日本大震災との被害想定の対比

（２）想定する地震動・津波

（３）交通施設被害

（４）建物等被害

（５）人的被害

（６）被災地における経済被害の内訳

地震の被害想定について」（第二次報告）（平成25年3月18日）中央防災会議公表

CsUser0
テキストボックス
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【学識経験者】13名 【ライフライン等関係機関】５５機関

牛山 素行　静岡大学 防災総合センター教授 全国消防長会 東海支部
奥野 信宏　中京大学 総合政策学部教授 全国消防長会 関東支部 静岡県消防長会
柄谷 友香　名城大学 都市情報学部准教授 全国消防長会 関東支部 長野県消防長会
辻本 哲郎  名古屋大学大学院 工学研究科教授 名古屋港管理組合
能島 暢呂　岐阜大学 工学部教授 四日市港管理組合
林 拙郎　 　三重大学 名誉教授 日本赤十字社 長野県支部
林 良嗣　   名古屋大学大学院 環境学研究科教授 日本赤十字社 岐阜県支部
秀島 栄三　名古屋工業大学大学院 工学研究科教授 日本赤十字社 静岡県支部
平松 晋也　信州大学　農学部教授 日本赤十字社 愛知県支部
福和 伸夫　名古屋大学 減災連携研究センター教授 日本赤十字社 三重県支部
水谷 法美　名古屋大学大学院 工学研究科教授 日本銀行 名古屋支店
山岡 耕春　名古屋大学大学院 環境学研究科教授 独立行政法人水資源機構 中部支社
渡辺 研司　名古屋工業大学大学院 工学研究科教授 中日本高速道路株式会社 名古屋支社

中日本高速道路株式会社 東京支社
【国の地方支分部局等】 3４機関 名古屋高速道路公社
中部管区警察局 独立行政法人都市再生機構 中部支社
関東管区警察局 中部電力株式会社
東海総合通信局 東京電力株式会社
信越総合通信局 関西電力株式会社
東海財務局 名古屋鉄道株式会社
関東財務局 近畿日本鉄道株式会社
名古屋税関 日本貨物鉄道株式会社 東海支社
名古屋国税局 中部国際空港株式会社
関東信越国税局 西日本電信電話株式会社 東海事業本部
東海北陸厚生局 東日本電信電話株式会社 長野支店
関東信越厚生局 株式会社ＮＴＴドコモ 東海支社
東海農政局 株式会社ＮＴＴドコモ 長野支店
関東農政局 ソフトバンクモバイル株式会社 総務本部
中部森林管理局 KDDI株式会社　中部総支社
中部経済産業局 東邦ガス株式会社
近畿経済産業局 中部地区エルピーガス連合会
関東経済産業局 一般社団法人静岡県エルピーガス協会
中部近畿産業保安監督部 一般社団法人長野県エルピーガス協会
関東東北産業保安監督部 一般社団法人長野県建設業協会
中部地方整備局 一般社団法人岐阜県建設業協会
中部運輸局 一般社団法人静岡県建設業協会
北陸信越運輸局 一般社団法人愛知県建設業協会
大阪航空局 一般社団法人三重県建設業協会
東京航空局 一般社団法人建設電気技術協会 中部支部
国土地理院中部地方測量部 一般社団法人日本建設業連合会 中部支部
名古屋地方気象台 中部港湾空港建設協会連合会
第四管区海上保安本部 一般社団法人日本建設機械施工協会 中部支部
中部地方環境事務所 一般社団法人日本海上起重技術協会 中部支部
陸上自衛隊第１師団 一般社団法人プレストレストコンクリート建設業協会 中部支部
陸上自衛隊第１２旅団 一般社団法人日本橋梁建設協会
陸上自衛隊第１０師団 一般社団法人　建設コンサルタンツ協会　中部支部
海上自衛隊横須賀地方総監部 一般社団法人日本道路建設業協会 中部支部
航空自衛隊中部航空方面隊 一般社団法人日本埋立浚渫協会 中部支部
航空自衛隊第1輸送航空隊 一般社団法人日本潜水協会

一般社団法人港湾技術コンサルタンツ協会
【地方公共団体等】13機関 一般社団法人全国測量設計業協会連合会 中部地区協議会

長野県 一般社団法人中部地質調査業協会
岐阜県 一般社団法人海洋調査協会
静岡県 一般社団法人マンション管理業協会 中部支部
愛知県 一般社団法人日本産業カウンセラー協会中部支部
三重県

名古屋市 【報道関係機関】10機関

静岡市 日本放送協会名古屋放送局
浜松市 株式会社CBCテレビ
長野県警察本部 名古屋テレビ放送株式会社
岐阜県警察本部 東海テレビ放送株式会社
静岡県警察本部 中京テレビ放送株式会社
愛知県警察本部 株式会社岐阜放送
三重県警察本部 株式会社テレビ静岡

株式会社静岡第一テレビ
【経済団体】4機関 株式会社静岡朝日テレビ

一般社団法人中部経済連合会 三重テレビ放送株式会社
東海商工会議所連合会
一般社団法人長野県商工会議所連合会

一般社団法人静岡県商工会議所連合会 合計　12９構成員

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議

構成員

問い合わせ先

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議事務局
（国土交通省中部地方整備局）

〒460-8514 名古屋市中区三の丸2-5-1 名古屋合同庁舎２号館

℡：０５２－９５３－８３５７ 企画部防災課

平成26年５月２２日現在

15（平成２６年６月２５日発行）




